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実効あるインセンティブの実現を目指して 

小口直弘＊ 

 

かねてから集中監視に対するインセンティブを役所で取り上げて欲しいと業界の要望があります。

当協議会はこの問題について前原子力安全・保安院 照井恵光審議官に研究会へお越し頂き、また6

月6日には、会員全員参加のフリートーキングを行なって来ました。   

「生の声が聞きたいので、まとめずに其の儘出して欲しい」との液石保安課長、志方茂氏のご要望

でした。これを役所に小野、阿部両理事、小口の3名で持参、志方課長、青木課長補佐にお会いし、

お渡し致しました。（14ページに掲載しました） 

その折「業界の皆さんの声を聞き集中監視システムの更なる普及策を検討したい。KHKに、そのため

の委員会を設置するのでその節は、協力をよろしく」とのことでした。 

その後KHKより「委員に小野博雄氏をお願いしたい」と連絡がありました。 

KHKではこれを国からの委託事業として受け、ＬＰガス事故調査検討委員会の下に事故データ等解析

検討分科会が設置され、第 1グループ 集中監視システムの更なる普及策の検討の場でインセンテ

ィブを保安中心に絞り、委員の皆さんにご議論いただき、年内または年明け早々までにとりまとめ、

役所に報告書として提出する。その第 1回委員会を 9月 7日木曜日に開催し、まず各団体の方から

ご意見をお出し頂く予定とのことです。 

第１グループ委員(13名)には協議会から小野理事の他,４理事会社(サンリン, 伊丹産業、TOKAI、東

洋計器) が参加しております。 

この問題については、動きがあり次第、追いかけてお知らせしたいと思っております。 

なお、インセンティブについて折角の機会ですので、他にご要望がありましたら、至急事務局まで

メールにてお送り下さい。 

 

＊LPガスIT推進協議会 事務局 

 

 

 



 3 

 

ガスあんしん見守りeサービスの取組みについて 

 
小坂恒夫＊ 

  

7月11日東京セミナーにご参加いただきました方につきましてはご承知いただいている内容ですが

あらためて概要を述べます。 

 

ガスあんしん見守りeサービスとは・・ 

1. 独居老人世帯など見守られる方のガス使用量を定期的（例えば一日1回など）に測定し、離れて暮

らす見守る方の携帯電話、パソコンなどにEメールで毎日の使用量や不使用情報をお知らせするサ

ービス。 

大阪ガス、東京ガス、ダイプロ、八戸液化ガス、宮崎商事、NTTテレコン、東洋計器など 

がそれぞれ自社のサービス名で提供しており、都市ガス、LPガスを問わず 

ガス業界が一体となって取り組むサービス名。 

 

2. 特徴と競合する他方式との比較 

○  イニシャルコストが極少（LPガスの場合） 

 共通型マイコンメータが設置されていて、すでに集中監視を実施している場合はセン 

タシステム変更費用を除きイニシャルコストはほぼゼロ。 

 集中監視をしていないところではNCU等伝送装置の設置は見守る方の負担を想定して 

おり、こちらもガス事業者の新たな負担はゼロ。 

   ○ 新規サービスとして見守る方からサービス料がいただける。 

○ 湯沸しポット方式に比べコストが安く、操作を強制しないため見守られる側のストレ 

スが少ない。 

○ 人感センサー方式にくらべコストが安く、見守られる側の違和感がない。 

○ 電気の場合、現状ではこのサービスは提供できない。 

○ 電子メール受信環境があれば海外での受信も可能。 

 

3. 業界一体となった取り組みの意義 

○ オール電化攻勢に対抗するためには消費者の固定化が重要で、本サービスは業界全体の 

イメージアップとなり、ひいては消費者の固定化につながる。 

○ サービス料をいただけることにより、集中監視費用の負担軽減が図られ、かつ業界横断 

的に相互に取り次ぐことにより、結果的に集中監視システムの普及率を高めることがで 

きる。 

○ サービスを自ら提供しない場合でも、サービス提供会社にメータおよびNCU等伝送装置 

の使用料が請求できるため集中監視コストの低減ができる。更には、消費者負担で設置 

するNCU等伝送装置を利用しての集中監視も可能となる。 
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4. 普及状況 

   LP業界としてのサービスまだまだ緒についたばかりで、当協議会としては、今後、業界横断 

的に定量的普及率調査を実施していきます。 

 

5. 今年度の予定 

○ 2回目のセミナーを関西地区で実施します。（11月7日伊丹シティホテル－予定） 

○ 消費者からのサービス要望に対応する全体スキーム（モデル）の確定と標準マニアルの 

作成 

○ 都市ガス、LPガスの各団体との調整 

 

6. 参考 

   NTTテレコン㈱のパンフレット例 

 

   次ページはNTTテレコンホームページに載せている「絵で見る利用シーン」です。 

   下記URLをブラウザのアドレス欄にコピーしてアクセスしてください。 

     http://www.ntt-tc.co.jp/tele_chan/story.html 

     このマンガを利用したい方は協議会事務局まで連絡してください  

                                 

＊NTTテレコン㈱中央支店長 
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